[タイトル]

目論見書の交付義務違反に基づく証券会社の損害賠償責任の成否
[判決裁判所]

東京高裁判決

[判決日]

平成12年10月26日

[事件番号]

平成１２年（ネ）第２６１３号

[事件名]

損害賠償請求控訴事件

[出典]

判例時報1734号18頁、判例タイムズ1044号291頁、金融商事判例1106号37頁

[当事者名]

控訴人・被控訴人（原告）甲野春子（仮名）　

対　

被控訴人・控訴人（被告）日興證券株式会社

[事実の概要]

現職判事である原告甲野春子（以下では、「甲野」とする。）は昭和58年頃に被告日興證券株式会社（以下では、「日興證券」とする。）と証券取引を始め、以降日興證券大宮支店を含む数店で取引を行い、日興證券大宮支店だけでも運用資金は6000万円に上った。同支店での甲野の投資は公社債信託等の運用確実な商品に限られ、株式や投機性の高い商品への投資は行っていない。ただ平成７年から平成9年にかけて二通貨債投資を行い損失を被ったため、甲野は日興證券大宮支店の担当者訴外西原に右の為替損失につき苦情を述べた。そこで西原は為替変動のない円建商品であるペレグリン社（本店香港）発行社債を再運用先として紹介し、販売契約に先立って販売要項と会社概要とを記載した文書を送付した。これを読んだ原告甲野は、ペレグリン社が外国の投資銀行であり、かつ購入金額が高額なため、安全性に疑問を持った。そこで同月16日および17日に西原とその上司の投資相談課長訴外福田らに電話で説明を求め、同17日に本件社債1000万円を購入した。この時点で目論見書の交付がなかったことについて争いはない。ただ控訴審である東京高等裁判所は「本件売買契約締結後それほどの期間が経過しないうちに」本件目論見書の交付があったと認定したほか、甲野が日興證券松戸支店（大宮支店口座を移管）に購入後も本件社債につき問い合わせてはいるものの、目論見書送付後も西原の説明に苦情や抗議を申し立てておらず、また本件社債の処分についてまでは触れていないと認定している。

平成10年1月12日にペリグリン社が清算申立を行ったため本件社債価値は大きく減損した。そこで甲野は、西原らの行為が証券取引法違反（同法15条1項・2項）による不法行為および契約上の債務不履行（説明義務違反および取引成立後の配慮義務違反。）にあたるとして損害賠償を求めた。
[判旨]

Ⅰ「一審被告が一審原告に対し同法１６条による損害賠償責任（無過失責任とされている。）を負うのは、右違反行為と一審原告が被った損害との間に相当因果関係があることを要するので、この点について検討する。
・・・ペレグリン社が近い将来に倒産することを予見することは、一審被告にとっても不可能であったものと認められる。

そして・・・右目論見書の記載内容及び・・・（目論見書を読んでいれば社債を買わなかったという一審原告の）右供述は到底措信できない」。

　 「以上の事情を併せ考慮すると、一審被告が一審原告に対し本件目論見書をあらかじめ又は同時に交付しなかったことと、ペレグリン社が倒産したことにより一審原告が被った損害との間に相当因果関係は存しない」。

Ⅱ　１「 福田らは、一審原告が本件社債を購入するに当たって、本件目論見書をあらかじめ又は同時に交付せず、かつ、その「事業の概況等に関する特別記載事項」に記載されているような事業経営上のリスク等についての詳細な情報までは説明しなかったものである。

　ところで、本件社債は、円建外債で、為替リスクがなく、年利率２．６０パーセント、期間３年の比較的高い確定利回りの商品であったのであるから、発行会社の経営状態に格別に問題がなければ、商品としての安全性に問題のないものであったところ、本件社債が一審被告により販売され、一審原告がこれを購入した当時においては、ペレグリン社の発行する本件社債の格付けはＢＢＢ＋で、投資適格等級とされており、ペレグリン社は急成長してアジアの業界トップ企業とされていたもので、商品としての安全性に取り立てて問題のないものであったと認められ、本件目論見書の「事業の概況等に関する特別記載事項」に記載されているような事業経営上のリスク等についての情報をもってしても、ペレグリン社及び本件社債についての右評価を左右するようなものと認めることができないことは前記２（三）のとおりであり、福田らは、ペレグリン社及び本件社債についての右評価についての情報を一審原告に説明していたのであるから、福田らが右事業経営上のリスク等についての詳細な情報を説明しなかったことをもって、説明義務違反とまでいうに及ばない。」

２「また、福田らが右事業経営上のリスク等についての詳細な情報を説明しなかったことと、ペレグリン社が倒産したことにより一審原告が被った損害との間に相当因果関係が存しないというべきことは、前記２（三）〔第2審判旨Ⅰとして要約した個所の後半に相当〕に説示したところと同様である。 」

３「いずれにしても、福田らが右事業経営上のリスク等についての詳細な情報までは説明しなかったことを説明義務違反としての債務不履行又は不法行為として、一審原告がペレグリン社の倒産により被った損害の賠償を求めることはできない」。
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